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現 状 と 県 の 取 組 状 況 

 教育委員会（教育人材開発課） 

【現   状】 

１ 令和３年４月１日付けで義務教育標準法が改正され、小学校については、令和３年度から５年をかけた学年進行で 35 人以下学級を実現する

ための教職員定数が改善されることとなった。また、中学校における少人数学級の推進については、令和５年５月の文部科学大臣からの諮問

に基づき、中央教育審議会で検討される予定である。なお、高等学校における少人数学級について、国で議論されているという情報は把握し

ていない。 

２ 令和３年４月１日付けの義務教育標準法の改正にあたり、衆議院文部科学委員会及び参議院文教科学委員会において「地方公共団体がそれ

ぞれ行っている 35 人を下回る少人数学級やチーム・ティーチング等の少人数指導、いじめ・不登校等に係る指導、専科配置などの加配定数は、

教育環境の改善に必要不可欠なものであることを踏まえ、必要な教職員定数を引き続き確保すること」という附帯決議がなされている。 

３ 国は教科指導の専門性を持った教師による小学校における高学年の教科担任制の推進や、小学校における 35 人以下学級の計画的な整備等を

図り、義務教育９年間を見通した指導体制による新しい時代にふさわしい質の高い教育の実現を図るとともに、学校における働き方改革、複

雑化・困難化する教育課題へ対応するため、令和５年度には教職員定数 4,808 人の改善を行ったところである。 

４ 令和５年５月の文部科学大臣からの諮問に基づき、教職調整額など教員の処遇改善の在り方について、中央教育審議会で検討される予定で

ある。 

５ 定年引上げ期間中における国の定数加配措置などの財源措置は行われていない。 

 

【県の取組状況】 

１ 子どもたち一人一人に応じたきめ細かな指導の充実による学習意欲の向上、学校生活や人間関係への円滑な適応等を図るため、市町村の協

力のもと国に先行して実施してきた少人数学級について、令和４年度から４年をかけた学年進行で小学校全学年への 30 人学級を導入し、本

県の将来を担う子どもたちのため「子育て環境日本一」の実現を目指して取組を進めていくこととしている。また、県立高等学校においては

専門学科を中心に１学級の生徒数を 38 人としている。 

２ 学校教育をめぐるニーズ・課題が複雑化、多様化する中、学校現場における教職員の働き方改革に取り組むことで多忙解消及び負担軽減を

図り、教職員が一人ひとりの児童生徒の指導に専念できる環境を整えるため、小学校専科指導加配の充実や、教員業務支援員の配置拡充に向

けた財政支援及び看護師やスクールカウンセラーなどの専門的職種の基礎定数化など、国への要望を行っているところである。 

３ 今回の国の教職員定数の改善に伴い、年次進行で加配定数の削減が懸念されることから、35 人以下学級の実現後も、様々な教育課題に対応

する加配定数が維持・拡充されるよう定数措置を行うことについて、国に要望を行っている。 

４ 教員の職務の専門性に十分配慮するとともに、能力・実績に見合った処遇を可能とするメリハリをつけた給与制度とするための財政措置を

講じるよう、給特法の見直しも含め、国に要望を行っているところである。 

５ 本県教育委員会も構成員となっている全国都道府県教育委員会連合会において、教職員の年齢構成等の地域の実情にも十分配慮し、定年引

上げ期間中の一時的調整など必要に応じた教職員の定員措置や財政措置を講じるよう、国に要望を行っている。 

 


